
11月 3日・文化の日
23日・勤労感謝の日

（霜月） November

税務調査にも一定の制限があり、税法では、日没後から日の出前
までは調査をすることができないと定めています。このため、季節
によって調査に取りかかる時刻も違ってくることになります。ただ
し、日没前に調査に取りかかった場合は、日没後まで継続すること
ができる規定になっています。

あ
け
ま
し
て

お
め
で
と
う

ご
ざ
い
ま
す

国　税／10月分源泉所得税の納付
11月10日

国　税／所得税予定納税額の減額承
認申請 11月16日

国　税／所得税予定納税額第2期分
の納付 11月30日

国　税／9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 11月

30日
国　税／12月、 3月、 6月決算法人

の消費税等の中間申告

（年3回の場合）11月30
日

国　税／3月決算法人の中間申告
11月30日

国　税／個人事業者の消費税等の中
間申告 11月30日

地方税／個人事業税第2期分の納付
都道府県の条例で定める日
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菊

ワンポイント

1 1月の税務と労務

税務調査は日の出、日没で制限

※税を考える週間 11月11日～11月17日



11月号 2

在
宅
勤
務
者
（
労
働
日
の
全
部
ま

た
は
そ
の
大
部
分
に
つ
い
て
会
社
へ

の
出
勤
を
免
除
さ
れ
、
常
態
と
し
て

自
分
の
家
で
勤
務
す
る
人
を
い
う
）

に
つ
い
て
は
、
雇
用
保
険
上
の
雇
用

関
係
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
、
被
保
険
者
と
な
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
通
達
に
お
い
て
、

業
務
遂
行
に
係
る
裁
量
性
、
指
揮
監

督
系
統
の
明
確
性
、
事
業
所
勤
務
労

働
者
と
の
同
一
性
、
拘
束
時
間
等
の

明
確
性
、
勤
務
管
理
の
明
確
性
、
報

酬
の
労
働
対
償
性
の
明
確
性
及
び
請

負
・
委
任
的
色
彩
の
不
存
在
を
総
合

的
に
勘
案
し
て
判
断
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
基
づ
き
雇
用
関
係
が
明
確

で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
て
も
ら
う
た

め
に
、
所
轄
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
「
在

宅
勤
務
者
実
態
証
明
書
」（
定
ま
っ
た

様
式
は
あ
り
ま
せ
ん
）
を
提
出
し
ま

す
（
記
載
例
は
左
ペ
ー
ジ
参
照
）。

a

業
務
遂
行
に
係
る
裁
量
性

在
宅
勤
務
者
の
行
う
業
務
が
、

研
究
開
発
そ
の
他
の
業
務
で
あ
っ

て
、
業
務
の
性
質
上
そ
の
遂
行
の

方
法
を
大
幅
に
労
働
者
の
裁
量
に

委
ね
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
事
業

主
に
よ
る
直
接
的
な
労
働
時
間
管

理
に
な
じ
み
に
く
い
と
さ
れ
る
次

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
業
務
で

あ
る
こ
と
（
こ
れ
ら
の
業
務
に
付

随
す
る
単
純
作
業
の
み
を
行
う
も

の
を
除
く
）。

①
　
新
商
品
ま
た
は
新
技
術
の
研

究
開
発
等
の
業
務

②
　
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
の
分
析

ま
た
は
設
計
の
業
務

③
　
記
事
の
取
材
ま
た
は
編
集
の

業
務

④
　
デ
ザ
イ
ナ
ー
の
業
務

s

指
揮
監
督
系
統
の
明
確
性

在
宅
勤
務
者
の
業
務
遂
行
状
況

を
直
接
的
に
管
理
す
る
こ
と
が
可

能
な
特
定
の
事
業
所
が
、
在
宅
勤

務
者
の
所
属
事
務
所
と
し
て
指
定

さ
れ
て
い
る
こ
と
。

d

事
業
所
勤
務
労
働
者
と
の
同
一
性

所
属
事
業
所
に
お
い
て
勤
務
す

る
他
の
労
働
者
と
同
一
の
就
業
規

則
等
の
諸
規
程
（
そ
の
性
質
上
在

宅
勤
務
者
に
適
用
で
き
な
い
条
項

を
除
く
）
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
。

f

拘
束
時
間
等
の
明
確
性

①
　
所
定
労
働
日
及
び
休
日
が
就

業
規
則
、
勤
務
計
画
表
等
に
よ

り
あ
ら
か
じ
め
特
定
さ
れ
て
い

る
こ
と
。

②
　
各
労
働
日
の
始
業
及
び
終
業

時
刻
、
休
憩
時
間
等
が
就
業
規

則
等
に
明
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

g

勤
務
管
理
の
明
確
性

各
日
の
始
業
、
終
業
時
刻
等
の

勤
務
実
績
が
、
事
業
主
に
よ
り
把

握
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
ら
が
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
に
お
い
て
事
後
的
に
確

認
可
能
で
あ
る
こ
と
。

h

報
酬
の
労
働
対
償
性
の
明
確
性

報
酬
中
に
月
給
、
日
給
、
時
給

等
勤
務
し
た
期
間
ま
た
は
時
間
を

基
礎
と
し
て
算
定
さ
れ
る
部
分
が

あ
る
こ
と
。

j

請
負
・
委
任
的
色
彩
の
不
存
在

①
　
機
械
、
器
具
、
原
材
料
等
の

購
入
、
賃
借
、
保
守
整
備
、
損

傷
（
労
働
者
の
故
意
・
過
失
に

よ
る
も
の
を
除
く
）、
事
業
主
や

顧
客
等
と
の
通
信
費
用
等
に
つ

い
て
本
人
の
金
銭
的
負
担
が
な

い
こ
と
、
ま
た
は
事
業
主
の
全

額
負
担
で
あ
る
こ
と
が
、
雇
用

契
約
書
、
就
業
規
則
等
に
明
示

さ
れ
て
い
る
こ
と
。

＊
「
在
宅
勤
務
者
実
態
証
明
書
」
の

「
機
器
、
原
材
料
等
の
購
入
、
賃
借
、

保
守
整
備
、
通
信
費
用
等
の
金
銭

的
負
担
」
欄
に
は
、
通
常
は
「
負

担
者
　
本
人
（
〇
％
）
事
業
主

（
一
〇
〇
％
）」
と
記
入
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

②
　
他
の
事
業
主
の
業
務
へ
の
従

事
禁
止
に
つ
い
て
、
雇
用
契
約

書
、
就
業
規
則
等
に
明
示
さ
れ

て
い
る
こ
と
。

こ
の
在
宅
勤
務
者
実
態
証
明
書
を

提
出
す
る
際
、
確
認
資
料
と
し
て
、

就
業
規
則
、
給
与
規
程
、
賃
金
台
帳
、

源
泉
徴
収
簿
、
労
働
者
名
簿
、
雇
用

契
約
書
、
出
勤
簿
（
タ
イ
ム
カ
ー
ド
）

等
が
求
め
ら
れ
ま
す
。



3 11月号



11月号 4

健
康
診
断
で
「
要
再
検
査
」
ま
た

は
「
要
精
密
検
査
」
と
判
定
さ
れ
た

場
合
は
、
医
療
機
関
を
受
診
す
る
よ

う
勧
奨
す
る
と
と
も
に
、
意
見
を
聴

く
医
師
等
に
そ
の
検
査
結
果
を
提
出

す
る
よ
う
働
き
か
け
る
こ
と
が
適
当

で
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
検
査
は
、
診
断
の
確
定

や
症
状
の
程
度
を
明
ら
か
に
す
る
も

の
で
あ
っ
て
、
一
律
に
事
業
者
に
そ

の
実
施
を
義
務
づ
け
て
い
る
も
の
で

は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
再
検
査
・
精

密
検
査
等
に
要
す
る
費
用
及
び
そ
の

受
診
の
た
め
に
要
し
た
時
間
の
賃
金

に
つ
い
て
は
、
労
使
間
の
協
議
、
就

業
規
則
等
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
と

な
り
ま
す
が
、
事
業
者
が
支
払
う
こ

と
が
望
ま
し
い
で
し
ょ
う
。

ち
な
み
に
、
特
殊
健
診
（
有
害
な

業
務
に
起
因
す
る
病
気
を
予
防
す
る

た
め
の
健
診
）
に
つ
い
て
は
事
業
者

に
そ
の
実
施
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

雇止めの理由の明示

有期労働契約が更新されなかった場合
において、労働者がその理由について証
明書を請求したときは、使用者は、遅滞
なく、これを交付しなければなりません。
この場合の更新しなかった理由は、契

約期間の満了とは別の理由を明示する必
要があります。
具体的には次のような理由が考えられ

ます。
①　前回の契約更新時に、本契約を更新
しないことが合意されていたため

②　契約締結当初から、更新回数の上限
を設けており、本契約はその上限に係
るものであるため

③　担当していた業務が終了・中止したた
め

④　事業縮小のため
⑤　業務を遂行する能力が十分ではない
と認められるため

⑥　職務命令に対する違反行為、無断欠
勤をしたこと等勤務不良のためなど

教育訓練指定基準が改正

教育訓練給付金の支給の対象となる教育
訓練の指定基準（以下「指定基準」という）
が改正され、本年10月１日より指定有効期
間が開始される教育訓練の指定から適用さ
れています。
教育訓練給付制度とは、働く人が主体的

に能力開発に取り組むことをサポートし、
雇用の安定と再就職の促進を図ることを目
的として平成10年12月から実施されてい
る雇用保険の給付制度です。
指定基準には、原則と例外がありますが、

今回の改正は例外のみの改正で原則は変更
ありません。
１　例外措置の改正点
a 対象となる教育訓練の明確化

従来は「高度の専門教育であって、労
働者が就業と両立して教育訓練を受講す
ることが可能であるもの」とのみ規定さ
れていた基準が、より明確化されて、

「①大学院修士・博士課程、②教育訓練
の修了により公的職業資格を取得できる
課程、③教育訓練の修了により公的職業
資格試験の受験資格を取得できる課程、
④教育訓練の修了により公的職業資格試
験の一部免除となる課程」となりました。

s 通学制及び通信制の訓練期間
１カ月以上（通信制は３カ月以上）概

ね２年以内が３年以内に改正されるとと
もに下限が撤廃されました。

d 受講時間
通学制の「50時間以上」という規定が

撤廃されました。
２　原則は変更なし

原則については、次のとおりで改正は
ありません。

a 訓練期間
①通学制…１カ月以上１年以内
②通信制…３カ月以上１年以内

s 受講時間
通学制についてのみ50時間以上

健
診
の
再
検
査
の
費
用




